
(この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください)

千円

国　庫 分担金
支出金 負担金

現　計
予算額 53,228 0

補　正
要求額 192,739 0

　原子力複合災害孤立化対策事業費補助金

192,739１ 事 業 費  補正要求額 千円)(現計予算額： 53,228

 ＜財源内訳＞

0 0

（１）要求の趣旨（現状と課題）

　揖斐川町が行う原子力複合災害孤立化対策事業に対して補助を行う
（国交付金を活用した間接補助事業）
　ア 詳細設計
　イ 用地買収
　ウ 建物解体工
　エ 盛土工

　美浜原発、敦賀原発、もんじゅのＵＰＺである揖斐川町坂内川上地区は、山間地に位置
しており、原子力災害時の避難経路である国道303号には、土砂災害特別警戒区域等が点
在する。このため、地震等に起因する原子力複合災害が発生した場合は、避難経路が土砂
崩れにより交通遮断され、坂内川上地区が孤立する恐れがある。
　揖斐川町は、原子力複合災害孤立化対策事業として、原子力複合災害発生時に地域住民
が避難で使用するヘリポートを整備することとし、今年度は、その詳細設計と用地買収を
実施することとしていた。
　令和6年度基本計画でヘリポートの適地を検討した結果、携帯電話の通信鉄塔や神社の
立木を避けるため、約6.5ｍの嵩上げが必要であり、工事費は約3.8億円が見込まれること
となった。国補助の単年度上限である2.5億円を超えるため、前倒し実施を含む事業計画
の見直しを行い、前倒し工事分について9月補正で計上する。
　県は、内閣府の原子力発電施設等緊急時安全対策交付金 緊急時避難円滑化事業を活用
して、町が行う同事業に対して補助を行う。

財 源 内 訳

事 業 名

決定額

192,739 0

区  分

危機管理部　危機管理政策課　原子力防災係 

別紙２

使用料 財　産
手数料

0 0 0 0

事業費

53,228

寄附金

0

一　般
財　源

0

予 算 要 求 資 料

令和７年度９月補正予算

0

支出科目 款：総務費　項：防災費　目：防災総務費

電話番号：058-272-1111(内2822)

E-mail：c11117@pref.gifu.lg.jp

（２）事業内容

２ 要 求 内 容

収　入
その他 県　債

0 0

９補分
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（３）県負担・補助率の考え方

（４）類似事業の有無

３ 事業費の積算 内訳

合計

金額

192,739

無

　ヘリポート候補地は、揖斐川町坂内川上地区でＵＰＺ圏内であり、国10/10（原子力発
電施設等緊急時安全対策交付金）のため、県10/10で補助を行う

（４）事業主体及びその妥当性

決定額の考え方
　

４ 参 考 事 項

（１）各種計画での位置づけ

192,739

事業内容の詳細

原子力複合災害孤立化対策事業費(建物解体工、盛土工）

事業内容

補助金

・原子力災害対策指針（平成24年10月31日原子力規制庁制定）
・岐阜県地域防災計画（原子力災害対策計画）
　　第２章　第10節　屋内退避、避難活動体制の整備

・国、原発立地県において、孤立化対策に係る事業が実施されている

・なし

（２）国・他県の状況

・揖斐川町、ＵＰＺを有する自治体を事業主体とすることが妥当

（３）後年度の財政負担



（県単独補助金除く）

□

■

・何をいつまでにどのような状態にしたいのか

事業開始前 R5年度
(R ) 実績

○指標を設定することができない場合の理由

令
和
４
年
度

　国の原子力対策指針に基づき整備するものであることから、指標を数値化し、設定
することは困難である。

（これまでの取組内容と成果）

・孤立予想集落における、ヘリコプターの臨時着陸場の設置可能性や、避難経路
の土砂災害対策について調査を実施

令
和
５
年
度

・国に対し、支援制度の創設を要望

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

令
和
６
年
度

・原子力複合災害時における孤立予想集落の避難経路確保に向けた対策に向け
て、ヘリコプター離着陸の整備を事業化
・基本計画を策定

指標① 目標：＿＿ 実績： ＿＿ 達成率： ＿＿ ％

①

指標名
R6年度 R7年度 終期目標

②

目標 目標 (R ) 達成率

（目標の達成度を示す指標と実績）

事 業 評 価 調 書

新 規 要 求 事 業　

継 続 要 求 事 業

１ 事業の目標と成果

（事業目標）

　原子力複合災害時における交通遮断の発生等に備え、住民等が避難できるようヘリ
コプターの臨時離着陸場を整備し、孤立予想集落の避難経路確保に向けた対策を講ず
る。
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・事業が直面する課題や改善が必要な事項

組み合わせて実施する理由
や期待する効果 など

・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのよ
うに取り組むのか
　今年度実施する、ヘリコプター離着陸の整備にかかる詳細設計を踏まえ、早急に整
備工事に着手する。

（他事業と組み合わせて実施する場合の事業効果）
組み合わせ予定のイベント
又は事業名及び所管課 【○○課】

（事業の評価）

・事業の必要性(社会情勢等を踏まえ、前年度などに比べ判断)
　３：増加している ２：横ばい １：減少している ０：ほとんどない

（次年度の方向性）

・事業の有効性(指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか)
　３：期待以上の成果あり
　２：期待どおりの成果あり
　１：期待どおりの成果が得られていない
　０：ほとんど成果が得られていない

(評価)
-

　

・事業の効率性(事業の実施方法の効率化は図られているか)
　２：上がっている １：横ばい ０：下がっている

(評価)
-

　

（今後の課題）

　近年の災害の激甚化・頻発化に備え、早急に孤立化対策を実施する必要がある。

(評価) 　能登半島地震等、近年の災害の激甚化・頻発化によって、孤立化対策の重
要性・必要性は増加している。

３

２ 事業の評価と課題


